
■ 法律の概要

・法施行後、国、滋賀県及び関係団体で取組、連携を強化
・法施行後の５年間で、琵琶湖の環境、生態系は改善されつつある
・水草の大量繁茂等の課題に対しては引き続き取組が必要

○琵琶湖保全再生法（平成27年施行）には、「法律の施行の日から５年以内に、法律の施行の状況を踏まえ、必要な
見直しを行う」旨の規定あり。

○法律の施行状況を把握するため、施策ごとのフォローアップを実施するとともに、法の目的を達成するため、今後の
施策の展開を検討していくことが必要。

今後取り組むべき琵琶湖の課題に適切に対応し、法律の目的を達成するため、
①現行の取組がうまくいっているか、②新たな課題が生じていないか、といった視点により、

法律等のフォローアップを実施し、引き続き、国、滋賀県及び関係団体で取組、連携を強化していく

琵琶湖の保全・再生の状況及び
関連する施策の実施状況について把握

これまで
の取組

・平成２８年１１月１５日 琵琶湖保全再生推進協議会（第１回）
・平成２９年 ３月３０日 琵琶湖保全再生施策に関する計画の策定（滋賀県）
・平成２９年 ７月２４日 琵琶湖保全再生推進協議会幹事会（第１回）
・平成３０年 ９月 ７日 琵琶湖保全再生推進協議会幹事会（第２回）

基本方針（第２条）
国による支援（第４条～第６条）
関係者の協力（第７条）
琵琶湖保全再生推進協議会（第８条）

琵琶湖保全再生計画（第３条）[滋賀県]

国民的資産である琵琶湖を健全で恵み豊かな湖として保全及び再生を図り、もって近畿圏における住民の健康な生活環境の保持と
近畿圏の健全な発展に寄与し、あわせて湖沼がもたらす恵沢を将来にわたって享受できる自然と共生する社会の実現に資する。

目的（第１条）

２．この法律の施行の日から５年以内に、この法律の施行の状況を踏まえ、必要な見直しを行うものとする。施行期日等（附則）

国及び関係地方公共団体が講ずべき施策

・ 調査研究等（第９条）
・ 水質の汚濁の防止のための措置等（第１０条）
・ 森林の整備及び保全等（第１１条）
・ 湖辺の自然環境の保全及び再生（第１２条）
・ 外来動植物による被害の防止（第１３条）
・ カワウによる被害の防止等（第１４条）
・ 水草の除去等（第１５条）
・ 水産資源の適切な保存及び管理等（第１６条）

・ 環境に配慮した農業の普及その他琵琶湖の
環境と調和のとれた産業の振興（第１７条）

・ エコツーリズムの推進等（第１８条）
・ 湖上交通の活性化（第１９条）
・ 景観の整備及び保全（第２０条）
・ 教育の充実等（第２１条）
・ 多様な主体の協働（第２２条）
・ 資料の作成及び公表（第２３条）

・

■ 法律の施行状況と法律等のフォローアップの実施について

琵琶湖の保全及び再生に関する法律等のフォローアップについて 参考資料６



水草刈取り船等を用いた機械駆除や市民ボランティアと協働で行う人力駆除など各種対策を講じた
結果、オオバナミズキンバイの平成30年度末面積は、大規模繁茂した平成25年以降で最小になっている。

外来水生植物対策

≪湖辺域≫

琵琶湖のヨシ

改善

環境と調和
した農業

農薬と化学肥料の使用量を通常の栽培の５割以下に減らすとと
もに、濁水の流出を防止するなど琵琶湖に流入する環境負荷の軽
減に配慮した「環境こだわり農業」の農産物栽培面積は増加して
きている。

環境こだわり農産物栽培面積

改善

河川の水質
琵琶湖・瀬田川に流入する24河川のBODは、経年的に改善ま
たは横ばい傾向となっており、平成30年度は、24河川すべてで環
境基準を達成。

改善

≪集水域・暮らし≫

琵琶湖の保全及び再生の状況

琵琶湖漁業
の漁獲量

昭和30年頃は１万トンの漁獲量があったが、大きく減少し、
近年は１千トン前後で低迷。特に、セタシジミをはじめとする
貝類の漁獲量が大きく低迷。

CODの経年変化

琵琶湖漁業の漁獲量（外来魚を除く）

琵琶湖の
水質

※COD：化学的酸素要求量
湖沼や海域の汚濁に関する代表的な指標であり、
この値が大きいほど水が汚れていることを示している

琵琶湖の水質は、透明度や全窒素、全リンは改善が見られる
ものの、有機汚濁の指標であるCODは概ね横ばいで推移。

横ばい

≪湖内≫

●これまでの取組により、琵琶湖に流入する河川の水質が改善されるなど、集水域から流入する汚濁負荷は減少。

●湖辺域も、外来水生植物の減少や、湖国の原風景を象徴するヨシ群落の面積の増加など、取組の成果があらわれている。

●一方で、琵琶湖内は、流入汚濁負荷の減少にも関わらず、水質の有機汚濁指標であるCODは概ね横ばいで推移。また、在来魚介類が減少。

⇒取組の成果があらわれている一方で、湖内の課題が顕在化。生態系のバランスの変化が影響している可能性があり、生態系も視野に入れた水環境保全の取組の推進が必要。

県内主要河川のBODの経年変化

ヨシ群落の面積

湖内

湖辺域

集水域
・暮らし

法10条

法17条

法13条

法12条

法16条

法10条

琵琶湖の水質が改善しない要因(滋賀県
推測)と今後の展開

実は、湖内では植物プランクトンの種類が変化しており、
このプランクトンにより湖内で難分解性有機物が産生され、
残存・蓄積していることが水質が改善しない要因と推測。

これまでは、河川等から流入する有機汚濁や富栄養化
対策を行えばCODが減ると考えていた。

「流入負荷の削減のみにより湖内の水質を改善する」
という考え方からのシフトが必要。

改善

【参考】セタシジミが減少した要因（滋賀県推測）
砂地の減少や、水草の過剰繁茂に伴う湖底の泥化が進み、
生息場所がなくなったことが減少原因と推測。

悪化

※H30年は年度末での推定面積

積極的に維持管理や植栽による造成を行ってきた結果、
ヨシ群落の面積は、平成30年度に約262haにまで回復。
ヤナギの大木化など過去にはない状態も見られる。

参考


